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1 . 本稿の位置づけ
本稿は, 学術論文を意図して書かれたもので
はない｡ 学術論文は, 徹底した先行研究の理解
と, 精緻な論証を求めるが故に, 研究の対象範
囲を限定したものになりがちであり, 筆者は,
学術研究を続けるうちに, 個々の研究の意味を
見失いがちになる経験を重ねてきた｡ そこで,
個々の研究の位置づけを確認するために, 研究
対象の多くが存在する領域, すなわち現代日本
の企業経営, の鳥瞰図を書いて見ようとしたの
が本稿である｡
対象テーマが広大であるため, 言うまでもな
く本稿は乱暴な仮説に満ち満ちており, ここで,
明らかにすべき事項として提示された課題だけ
でなく, それを導き出しているいくつかの仮説
そのものが, 本当にそうなのか検証されるべき,
将来の研究課題候補と理解いただきたい｡
2 . 日本企業の現状と検討のフレームワーク
ここのところ, 日本企業の業績があまり芳し
くない｡ 日経産業新聞のまとめた 2011 年度の
主要 50 品目世界シェア第 1 位企業を見ると,
アメリカ企業が 19 社あるのに対し, 日本企業
は 9社にすぎず, 8 社が首位を占めた韓国企業
に追い越されそうな勢いである｡
長らく日本経済を引っ張って来たのは, 言う
までもなく電機と自動車であるが, その一方で
ある電機業界の不振は際だっている｡ このとこ
ろ, 頻繁に言及される営業利益格差は, 次々頁
の図 1 に示す様に, 2011 年度の場合, 日系電
機大手 8 社を合計しても 9622 億円で, サムス
ン電子 1 社の 1 兆 1400 億円に及ばない状況で
ある｡
勿論, 日本企業の営業利益が少ないのは, 従
業員や取引先により多くの配分を行っている結
果であり, それ自体を問題視する意味はないと
いう議論もある1｡ 仮に営業利益が少なくても,
それが, 消費者, 取引先や従業員に十二分な利
益還元を行った結果であり, 将来への必要な投
資を賄える規模のものである限り, 問題視する
に値しないと言えよう｡ しかしながら, 日系電
機大手の現状は, とても ｢将来への必要な投資
を賄える規模｣ に達しているとは言い難い｡ か
なり危機的な状況にある｡
日本経済のもう一方の牽引者である自動車産
業においては, 日本企業の退潮はそれほど顕著
ではないが, ここでも, 韓国企業である, 現代・
起亜の好調が目立っている｡
それでは, 日本企業の退潮に歯止めをかける
には, どうすれば良いのであろうか｡ 経産省の
｢産業構造ビジョン 2010｣ は自動車依存の一本
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表 1. 2011 年主要商品世界シェア (％：★：米国；▲韓国；○：日本)
足打法から, インフラシステム輸出, 環境・エ
ネルギー課題解決産業, 文化産業, 医療・介護・
健康・子育てサービス, ロボットや宇宙等の先
端産業の 5分野で稼げる八ヶ岳構造への転換と,
それを促進する重要施策として, 法人税改革,
業界再編, グローバル高度人材を育成し呼び込
める制度の整備, TPP に代表される経済連携
の強化, ものづくり現場の強化等を提案してい
る｡
ビジョン 2010 が指摘する様に, 各企業と日
本産業全体のポジショニング転換は重要な課題
の一つには違いがない｡ しかしながら, 仮に成
功裏にポジショニングを転換できたとしても,
現在の日本企業苦戦の要因を明らかにし, 真因
に対して手を打っておかない限り, いずれは,
その新しいポジションで, また同じようなこと
が繰り返されるのではないだろうか｡
次節以降で, 日本企業, 特に電機, 自動車産
業の既存有力企業が苦戦する要因に迫ってみた
い｡ 検討のフレームワークとしては, 図 2に示
した様に, マーケティングの超古典であるジェ
ローム・マッカーシーの ｢マーケティングの
4P｣ と, その状態の根底となる ｢組織能力｣
と言う 2つの視点を活用する｡
以下, 3 節では, 急拡大をとげる発展途上国
における日本企業の 4P を, さらに 4 節では,
最大市場である先進国日米欧市場における 4P
を分析し, 最後に第 5節では, こうした日本企
業の 4P の現状を生むに到る組織能力について
考えていきたい｡
3 . 発展途上国市場における苦戦
1) 概況
日本企業苦戦要因として, しばしば登場する
のが, BRICs を代表とする発展途上国におけ
る新中間層の急激な成長である｡ 日本企業が,
成長はまだまだ先の事と高を括り, タイ進出あ
たりでお茶を濁している間に, BRICs 市場が
急成長してしまい, これらの市場で地道に努力
していた韓中企業に一気に水をあけられたと言
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図 1. 2011 年度営業利益 (億円)
出典：ZDNetJapan HP データ (2012/8/ダウンロー
ド) より筆者作成
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図 2. 検討のフレームワーク
図 3. BRICs と G6 の GDP推移 (単位：兆USドル)
出典：Goldman Sacks, Global Economics Paper No. 99. 2011 年実績は IMF, World Economic Outlook 2012.
う説明である｡
確かに, 近年の BRICs 市場の成長にはめざ
ましいものがある｡ 図 3 に示す様に 2000 年度
において G6 の 14％に過ぎなかった BRICs の
GDP は, 2011 年度には 42％となり, 2040 年
にはG6を凌駕すると予測されている2｡
これらの市場における日本企業の苦戦もまた,
指摘されるとおりである｡ 電機製品については,
国別・商品別販売の包括的な統計が手に入り難
く正確な状況を確認できないが, BRICs や
ASEANを歩き回った実感としては, 限られた
セグメントでの日系企業の巻き返しはあるにし
ても, 韓国勢, さらに近年では中国勢が圧倒的
シェアを確保していると言っても間違いはない
様に思われる｡
自動車産業においては, 韓中企業の圧倒的な
優勢は目立たないが, ここでも, 実は同じ様な
傾向が見られる｡ 図 4 は, 2010 年度の市場ご
とのトヨタの販売台数から, 現代に KIA を加
えた台数を引いたものを示している｡ 両社の台
数差は, 日本, 韓国等ほぼ一方の不戦勝に終わっ
ている国での台数を除外すると, トヨタが 82
万台多く販売しているが, これを地域別に見る
と, トヨタが圧倒的にリードしているのは, 北
米, アジアオセアニア, 中近東の 3地域に過ぎ
ず, BRICs を始め発展途上国市場の多くでは
既に現代グループに先行されていることが解る｡
2010 年度は, リーマンショック, リコール
問題とトヨタにとっては逆風の年であったとは
言え, 途上国においてはトヨタが苦戦している
構図は明らかな様に思える｡
では, こうした日本企業の途上国市場におけ
る苦戦は, 何に起因するのであろうか｡ 日本企
業の 4Pの特性に沿って考察してみたい｡
2) 日本企業の 4P
大雑把な議論をしてしまえば, Place (サプ
ライチェーン) と Promotion については, 日
本企業の特異性は見られない｡ 韓国企業も中国
企業も, 日本企業と大同小異の生産販売チャネ
ルを持ち, その投下量に差があるにしても, 大
同小異の広告宣伝を展開している｡
日本企業の苦戦要因は, Product と Price に
ある｡ Product と言っても, 鍵のついた冷蔵庫
やコーランの流せるテレビの様な解り易い商品
差に起因するところは, ないとは言わないが,
限定的である｡
途上国市場の拡大を支えている新中間層の購
買力にはまだまだ限界があり, 彼らが求めるも
のは, 彼らが購入できる価格帯の電機製品や車
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図 4. 2010 年度トヨタ・現代販売台数差 82 万台の内
訳 (単位：万台｡ 両社不戦勝国の台数を除く)
出典：FOURIN ｢世界自動車統計年刊 2011｣ データ
を基に筆者作成 (現代にはKIAの販売台数を
含む)
であるのだが, 日本企業がこの要求を満たす
Product を提供できていないことが問題の本質
である｡
たとえば, インド市場におけるトヨタの状況
を見てみよう｡ インドの自動車市場では, 新中
間層のニーズに対応した A1Mini および
A2Compact と言う小型低価格乗用車が, 2010
年度には総市場の 48％ (乗用車市場の 78％)
を占める最大セグメントであるが, トヨタはこ
こに商品を投入しておらず, 結果として, 表 2
に示す様に, 2.5％のシェアしか獲得できてい
ない｡ 中国においても, 似たような現象が観察
されている｡
途上国市場における日本の既存有力企業苦戦
の主要因の 1つは, その市場の最大かつ最成長
セグメントの求める低価格商品を提供できてい
ないことであり, その低価格は, 従来の ｢良い
物を安く｣ の延長ではなく, ｢性能・機能をあ
る程度見切って更に安く｣ する努力なくしては
実現できないレベルのものであることを理解す
ることが重要である｡
低価格商品の開発は一見簡単な様に見えるが,
実は, 従来とは全く異なる技術が必要である｡
｢良い物を安く｣ 作る技術は, 顧客の不満をタ
イムリーに把握する力とできるだけコストを上
げずにその不満を解消する力である｡ 一方,
｢性能・機能をある程度見切って更に安く｣ 作
る技術とは, これとは全く異なり, 見切っても
いい性能・機能を発見する力である｡ 購入した
商品に不満を持つユーザーは積極的にその情報
を発信してくれるが, どの性能・機能をどの程
度落としても良いかと言う情報を積極的に発信
してくる消費者はまれであり, 落とせる性能・
機能の殆どは, 耐久性・振動・質感と言った極
めて曖昧な領域で, この見極めには, 長い経験
と試行錯誤の繰り返しが不可欠である｡ 日本企
業のスズキが, 例外的にインドで, 新中間層向
け商品の提供に成功しているのも, 長い寡占に
近い状態の中で試行錯誤を繰り返すことができ
たことによると考えられる｡
3) 耐久消費財底辺市場の永続性
｢性能・機能をある程度見切って更に安くし
た商品｣ と ｢安くて良い商品｣ とは類似してい
るが, それを開発する技術に連続性はなく3,
一朝一夕に開発力を身に着けることができるわ
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表 2. 主要メークのインド戦略車
出典：朝日新聞 2012 年 5/24｡ シェアは FOURIN (2011)｡ 生産開始
年は各社HP他｡
図 5. 日本の普通小型と軽乗用車販売台数 (千台)
出典：｢自動車統計年報｣ 各年より筆者作成
けではない｡ したがって, もし ｢更に安い商品
市場｣ が永続性を持てば, 新興メークが経験を
積み, 高性能・高機能商品を開発する力も身に
着け, 上位市場も席巻するという, イノベーショ
ンのジレンマ現象が起こり得ると考えられる｡
ただし, 簡単に ｢更に安い商品市場｣ が拡大
し続けると言い難い理由もある｡ 途上国市場に
は広汎に乗用オート三輪と言う低価格商品が存
在したが, これらは個人用途として大きな市場
を形成することはなかった｡ 日本においても,
軽乗用車市場が, 複数所有と自動車のコモディ
ティー化の進んだ現在では市場に大きな地歩を
しめているが, 自動車市場成長初期においては,
図 5に示すように, ほぼ 10年で消滅してしまっ
た歴史がある｡
前述のとおり, 中国・インドを中心とする途
上国市場が, 遠からず世界最大市場になる可能
性が極めて高く, ｢更に安い商品市場｣ が永続
性を持った場合の企業間競争へのインパクトに
は無視できないものがあり, 今後, 永続性につ
いての掘り下げた研究の進展が待たれる｡
4) 特殊な市場中国
本節の最後に, 中国市場の特異性について触
れておきたい｡ 2009 年度に中国において, 1.6
以下の乗用車に所得税減税措置がとられたの
に対し, 各企業が独自判断でタイムリーにライ
ンアップ変更を行えず, 結果として, 小型車を
持つ企業と持たない企業の業績に大きな差がで
きた事がある｡
この例が示す様に, 中国市場においては, 企
業の意思決定に関する政府とビジネスパートナー
の影響力が強く, いわゆる企業独自の組織能力
に磨きをかけるだけでは成功に繋がらない要素
がある｡ 中国市場が, 遠からず世界最大市場と
なり得ることを勘案すれば, 中国政財界におけ
る, 意思決定プロセスと意思決定権の所在につ
いてより理解を深めて行く事が重要と思われる｡
4 . 先進国市場における苦戦
1) 概況
前節で触れた, 途上国における日本既存有力
企業苦戦の構図は, ｢性能・機能をある程度見
切って更に安くした商品の開発には, 従来と非
連続的な技術が必要で, 実はこの対応は非常に
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図 6. 2007 年と 2010 年度トヨタ・現代販売台数差
変動▲229 万台の内訳
(単位：万台｡ 両社不戦勝国の台数を除く)
出典：FOURIN ｢世界自動車統計年刊 2011｣ データ
を基に筆者作成 (現代にはKIAの販売台数を
含む)
難しい｣ と言う部分を除き, 比較的広範に受け
入れられている様に思われる｡ ｢安く作る能力
では, 途上国の低賃金を生かせる新興メークに
太刀打ちできないが, 高性能・高機能な商品を
作る力で負けている訳ではない｣ と言うストー
リーは心情的に日本人に受け入れられやすいか
らであろう｡
しかし, 日系電機 8社とサムスン電子の営業
利益力の差は, 途上国での業績差だけによるも
のではない｡ 国毎の商品別利益構造を公平に比
較できるデータの入手は極めて困難であるが,
先進国のテレビや携帯電話市場を見れば, 日本
の電機業界は, 先進国市場で求められる高性能・
高機能な商品でも劣勢になっている事は明らか
である｡
自動車業界でも, 韓国メークの勢いが目につ
く｡ 前頁の図 6はトヨタと現代の地域別販売台
数差の変動をグラフにしたものである｡ トヨタ
と現代に KIA を加えた販売台数の差は, 両社
不戦勝国のそれを除くと, 2007 年には 311 万
台あったが, 2010 年には 82 万台と 229 万台縮
まっているが, 台数の最も顕著に縮まったのは,
先進国である北米と西欧である｡ 図 4と併せて
見れば, 日本企業 (トヨタ) が先進国では優位
にあるものの, 発展途上国では既に新興の韓国
メークにリードを許し, 更に, その先進国にお
ける差も急速に縮まりつつあることが解る｡
では, こういった状況は, 先進国市場におけ
る日本企業の 4P のどんな特性に起因するので
あろうか｡ Promotion についてはここでも日
本企業の特異性は見られない｡ Product, Price
と Place については, 電機業界と自動車業界で
は, 若干様相が異なるので, 別々に検討してみ
たい｡
2) 日系電機企業の Product と Price
アップルは iPod と iPhone で一気にメイン
ストリームに躍り出た｡ コモディティー化が進
むと指摘される先進国市場でも, 顧客に感動を
与える商品を競合力のある価格で投入すれば,
市場を創造することができる｡ 翻って, ここ
10 年日本企業が世に出した, 夢と感動を与え
る商品は何かと問われても, 答えに窮するもの
がある｡ 顧客視点で, しかも現在の顧客の想像
力を越えた, 技術の組合わせを実現できていな
いことが, 日本企業の先進国における苦戦要因
の一つであることは間違いない｡
しかし, より重要なのは ｢競合力のある価格｣
の部分であろう｡ 夢と感動とまでは行かなくて
も, 液晶ディスプレイ, DVDプレーヤー, カー
ナビ等, 日本企業が世界で始めて量産した画期
的な商品は実は少なくない｡ ところが, これら
の商品においても, 瞬く間に後追い商品が登場
し, 日本企業がこれに対応して ｢競合力のある
価格｣ を維持する事ができず, 図 7に示す様に,
ことごとくシェアを失って行ったのである｡
顧客を感動させる商品や画期的な商品はそう
簡単に創造できるものではないし, それができ
なくては企業経営が成り立たない訳ではない｡
売れそうな商品の出現を察知し, タイムリーに
それより少し良い商品を競合力のある価格で出
せば良いのである｡ むしろ, 企業経営成功の大
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図 7. 日本企業の世界シェア推移 (％)
出典：経産省 ｢産業構造ビジョン 2010｣
半は, そうする事によってもたらされて来たと
言っていいであろう｡
かつて, 模倣, もう少し厳密に言えば, 謙虚
に競合相手に学び, それよりも良いものを安く
提供する事は, 日本企業のお家芸であった｡ そ
れができなくなった事が, 日本電機企業苦戦の
最も本質的な問題の様に思われる｡
3) モジュール化とコモディティー化の進む
電機業界の Place (サプライチェーン)
日本企業の Product と Price の問題は, こ
の業界におけるモジュール化とコモディティー
化の進展と, その結果としての有効な Place
(サプライチェーン) の変化との関係が深い｡
武石, 藤本, 具 (2001) は, モジュール化を,
製品開発 (製品アーキテクチャー) のモジュー
ル化, 生産のモジュール化, 企業間システ
ムのモジュール化 (調達部品の集成化) に整理
しているが, 電機業界で進行しているのは, こ
こで言う製品開発のモジュール化である｡ 製
品開発のモジュール化により, 多くの競合企業
は短時間で類似製品や部品を作れる様になった｡
そうなれば, 世界中のサプライヤーから, 最も
早く安く部品を供給できる企業を探し出し, そ
れらの部品を組み立てる企業が有利になる｡ 日
本企業の垂直統合型のサプライチェーンがこの
変化への対応の足枷になったと言って良いであ
ろう｡
余談になるが, 近年, 日本の電機企業には,
パナソニックのプラズマ TV, シャープの液晶
の様に, 選択と集中が暗礁に乗り上げる例が見
受けられる｡ その要因の 1つは, 選択と集中は
ダイナミックなものであると言う認識の不足に
あるのではないだろうか｡ 従来の全正面作戦的
な経営は, 効率は悪いが, 全ての分野にアンテ
ナを張ることができている｡ これに対し, 選択
と集中を行うと言う事は, 自己の情報網縮小と
言うリスクを受容する事でもあり, その緊張感
を持って, 選択した分野の可能性を確認し続け,
一度選択した道を闇雲に突き進むのではなく,
ダイナミックに選択の対象を修正し続ける事が
必要との認識に欠けていた様に思える｡
話を電機業界の Place (サプライチェーン)
にもどすと, ここでも, 同様の緊張感とダイナ
ミズムの欠如が懸念される｡ 電機業界は, 垂直
統合型のサプライチェーンを基本とはしつつ,
海外生産開始にも, 部品の海外外注化にも, 比
較的早い時期から取り組んできた様に思われる
のだが, どうして ｢競合力のある価格｣ の実現
に失敗してしまったのか｡ そこには, 徹底して
最も安い部品を最も早く供給できる部品メーカー
を発掘してゆくダイナミズムが欠けていたので
はないか｡ 日本企業再生のために学ぶべきこと
の多い領域であり, 実証的な研究の充実に期待
したい｡
4) 日系自動車企業の Product と Price
自動車産業においては若干様相が異なり, 日
本企業が, ハイブリッド車を始めとする新製品
の開発や販売台数においても, それなりのポジ
ションを守り続けている｡ しかしながら, 近年,
韓国メーカーの成長が目覚ましい｡ デザイン面
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図 8. 米国市場における自動車の購入 90 日以内の不具合件数 (100 台当り件)
出典：J. D. パワー ｢2004 年自動車初期品質調査｣, ちなみに, 2012 年度はトヨタ 88, 現代 107
の進歩は業界の注目を集め, 品質面でも, 図 8
に示す様に, 急速にレベルアップを実現し, 日
本企業に迫る勢いを見せている｡ こうした韓国
企業の成長については, 円高ウォン安に帰する
向きが多いが, もう少し謙虚に, その成功要因
を明らかにしようとする取組が必要な様に思わ
れる｡
5) 日系自動車企業のPlace (サプライチェーン)
組立てメーカーを頂点とし, 系列部品サプラ
イヤーの強固なピラミッドで構成されるのが日
本自動車企業の Place (サプライチェーン) で
ある｡ 今, そのシステムが行き詰っているとい
う訳ではないが, 自動車業界でも, 電機業界と
同様の, 業界全体に通用する, 企業グループを
越えてインターフェースが標準化されるという,
製品開発のモジュール化が起こり得るのかどう
かという点は, もし起こった時のインパクトが
甚大であるため, 是非解明しておきたい疑問で
ある｡
昨今, 電子部品が増加し, ハイブリッド車や
電気自動車が普及しつつあるのを受け, 自動車
についてもモジュール化が進むとの指摘があ
る4｡ しかしながら, 自動車のモジュール化が
そう簡単に進むとは考え難い理由もある｡ モジュー
ル化とは各モジュールに機能を切り分けインター
フェースを標準化する事により, モジュール毎
の開発の自由度を飛躍的に向上させることであ
るが, 自動車は機能の切り分けが難しい商品で
ある｡ たとえば, 空調性能はエアコンユニット
の性能だけで決めることができない｡ ウインド
ウの形状と材質, 室内の形状と空気の流れ, 断
熱材の量と場所等様々な要素が絡み合って空調
性能を決定するため, 空調性能と言う機能を切
り分けたモジュールを作ろうとすると車全体が
モジュールということになりかねない｡ 振動騒
音と言う機能についても, 同様の事が言える｡
上記の例が示す様に, 自動車のモジュール化
には, 電機業界には見られない様なさまざまな
障害があり, 簡単に製品開発のモジュール化が
進むとは考えられない｡ しかしながら, 進展し
た場合の競争関係へのインパクトは極めて大き
く, 今後の企業戦略を策定して行くにあたり,
モジュール化進展の要件を一層明確にして行く
ことが必要になろう｡
尚, 近年, VW や現代のモジュール化が脚
光を浴びているので, これについても触れてお
きたい｡ VW や現代のモジュール化は, 生
産のモジュール化, および 企業間システム
のモジュール化で, これは直接, 競争関係の大
転換を促す電機業界と同じ製品開発のモジュー
ル化に繋がるものではない｡ むしろ, 効率的な
生産方式の 1つのオプションとして理解してお
くべきであろう｡
VWと現代におけるモジュール化の進展は,
両社が共通して強力な労働組合を抱えることと
関連が深いと言って間違いないであろう｡ 強力
な労働組合を抱えつつ, マネジメントが現場経
営のスピードと自由度を拡大するには, 生産活
動における現場作業者への依存度を極力抑える
ことが有効である｡ そこで, 現場作業者への依
存度を下げる為に進められた手段が, 高度の自
動化であり, 外注化の徹底であり, モジュール
化であった｡
もっとも, 進展の背景が何であれ, モジュー
ル化は両社の品質とコストの向上に貢献してい
る可能性が高い｡ 現代は, 世界中で自働化, モ
ジュール化と工程の標準化を進めていると見ら
れるが, 熟練現場作業者が不足する中で急速に
グローバル展開の推進が必要で, しかも新たに
進出する国々は必ずしも労使協調の文化が浸透
している国ばかりではないという状況下では,
現場作業者への依存度を抑えた自働化とモジュー
ル化は 1つの効果的な生産方式になりうると考
えられる｡
日本の自動車企業が採用しているリーン生産
方式は, 現在存在する中では最も優れた自動車
生産システムのひとつであろう｡ そのため, 各
企業はリーン生産方式をより洗練する事のみに
傾注しており, リーン生産方式を越える生産方
式を模索する動きは寡聞にして耳に入らない｡
しかしながら, いかなる生産方式も永遠ではあ
りえない｡ その意味で, VW と現代における
モジュール化のような新たな動きから, より謙
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虚に学ぶ姿勢の重要性を再認識する事が必要で
はないだろうか｡
5 . 苦戦の背景に潜む組織能力の課題
1) 苦戦につながる 3つの問題
前節では, 日本の電機および自動車業界の既
存有力企業の苦戦につながる 4P の特徴につい
て見て来た｡ 改めて要訳しておくと, 主な課題
は以下の 4点である｡
先進国市場においては, 電機業界が, 1. 消
費者に夢と感動を与え得る商品を創造できてい
ないこと, 2. いくつか技術的には画期的な商
品を投入できてはいるものの, 競合的な価格を
維持することができず, すぐキャッチアップさ
れてしまっていること, さらに 3. タイムリー
に競争力のあるコピー商品を投入することすら
できなくなっていることである｡ 自動車企業に
ついては, これほど課題は顕在化していないが,
同様の課題に直面する懸念は残されている｡ 途
上国市場にあっては, 電機, 自動車業界共通し
て, 4. あえて性能・機能を見切る事により,
新中間層の手に入る価格を実現することができ
ていないことをあげた｡
では, 日本企業は, なぜこの 4つの課題を抱
えることになってしまったのであろうか｡ その
原因は, 組織, 動機づけシステム, 人材, 意思
決定プロセス等々多岐にわたることは言うまで
もないが, あえて, 大胆に整理してしまうと,
そもそも, 市場のニーズをしっかりと掴む能
力が低下していること, さらに仮に市場ニーズ
を掴み開発したい商品が明確になっている場合
においても, 世界中の関連企業の中から, 適
切な企業を見つけ出し, そこと交渉・連携する
ことによってそれを実現してしまう力が足りな
いこと, 最後に これらのアクションに絡む
一連の意思決定が遅く, 市場のスピードについ
て行けなくなっていること, の 3点に集約され
る｡
2) 市場ニーズを掴めない理由
夢と感動を与える商品を創造するには, もち
ろん, 企業そのものの創造力が問われるわけで
あるが, まずもって, 技術的に優れたものを目
指すのだけではなく, グローバルに広がる多様
な市場の未知のニーズを探し当てることが肝要
である｡ 同様に, 低価格実現のため, 見切る事
のできる性能・機能を見つけ出すためにも, 市
場のテーストと金銭感覚を把握することが不可
欠である｡
グローバルな市場ニーズを掴みきれない大き
な理由の 1つに, 日本企業の個々の人材とその
背景となる人材育成システムの問題がある｡ サ
ムスン電子は地域専門家を任命し, 現地の言語,
地理, 歴史, 文化等の集合教育を施した後, 現
地で, 現地事業体の支援を一切受けることなく
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図 9. 日本企業の 4Pの課題の裏に潜む 4つの問題
約 1年独力で生活する実地研修を行っており,
既にこの研修を修了した人材が 4000 名に登っ
ている5｡ 殆どの日本企業も海外研修制度を持っ
てはいるが, 派遣規模は限られており, また,
研修内容も, 現地事業体内に席を置き, 事業体
の業務支援や出張者の送り迎えに日々を過ごす
ものが多く, 現地のニーズを理解できる人材の
育成と言う観点からは, その差は開く一方と言っ
ても良いであろう｡
グローバルな市場を熟知した人材の育成度は,
企業努力以前に, その国がどれだけ, 留学等の
手段でグローバルな経験をした人材をプールで
きているかによるところが少なくない｡ その意
味でも, 日韓の差はあまりにも大きい｡ かつて
筆者はインド南部の山間にある寄宿学校を訪れ
たことがあるが, チェンナイにある現代自動車
に出向する韓国人の子弟がたくさん学んでいる
ことに驚かされた｡ 日本人の海外留学は, 頭の
固くなり始めた大学生からが大半で, 高校レベ
ルの留学はきわめて少ない｡ この差は, 両国社
会の老化度と好奇心の差でもあるが, 社会とし
て留学生に提供しているインセンティブの差,
つまり, 海外留学経験は韓国企業の入社試験で
は有利に働くが日本企業では殆ど役に立たない
という違いによるところが大きい｡ もちろん,
韓国でも外国語ができるが仕事のできない新入
社員の増加が問題視されてはいるが, 同時に仕
事ができて外国語もできる人材のプールもどん
どん厚みを増していることは無視できない事実
である｡
以上は, 日本人をグローバルな市場を熟知し
た人材に育て上げるという視点の議論であり,
当然, ローカルなスタッフを採用し活用してい
くことも不可欠なのであるが, この面でも大き
な前進はみられておらず, 日本企業がグローバ
ルに成功して行くためのガイドラインの提示が
待たれる｡
国際経営の世界では, トランスナショナルや
メタナショナルと言った非中央集権と無国籍化
を目指した理念形が提示され, 企業サイドでも
この方向に沿った業務の英語化等が試みられた
が, これらの理念形はスイスやカナダの様に経
営のベースを本国に置きえない, 同様に本国の
社会そのものが既にグローバル化している, 国
の企業をモデルとしたもので, 日本企業の現実
に必ずしもフィットしているとは言い難いよう
に思われる｡ 近年の日本企業, さらには韓国,
中国企業の動向を踏まえ, 日本型のグローバル
モデルが提示されていくことを期待したい｡
3) 世界中の企業と交渉・連携できない理由
かつてチェスブロー (2003) が指摘したよう
に, 今や ｢有用な知識やテクノロジーが世界の
多くの場所に次第に拡散していき, 規模を問わ
ず多くの企業に分散している｣｡ 競合力のある
価格を維持するためにも, 売れそうな商品をタ
イムリーに発見し, 同様な商品を開発して行く
ためにも, 世界中の企業と交渉, 連携する能力
が不可欠である｡ モジュール化が進展し, 生産
者が世界中に拡散している電機業界においては,
とりわけ, この必要性が高い｡
では, なぜ, 日本企業は世界中の企業と交渉・
連携するのが下手なのか｡ まずもって, 世界中
の企業の中で, 誰が何を開発し, どんな技術や
生産能力を持っているのかと言う情報の不足が
あげられる｡ 日本企業を訪問すると, 業界他社
の動向についてあまりに無頓着であることに驚
かされることが多い｡ 一方, 韓国や中国の企業
は, 留学生を訪ねてその国の研究機関や学会で
どんな研究が進んでいるのか尋ね, 部品の売り
込みを通じて各国企業の動向を探り, 外国企業
の技術者を引き抜く事によりさらに情報の精度
をあげる等, 情報収集の真摯な努力を続けてい
る｡ 日本企業と韓国や中国企業の間に, 圧倒的
な情報量の差があるのも当然のことであろう｡
次に, 交渉・連携すべき企業を見つけ出せた
としても, 前述した, グローバルな市場, 社会,
業界を熟知した人材不足のために, 結局, 成功
裏に交渉を進めることができない｡ シリコンバ
レーで働いた台湾人技術者が, その人脈を生か
して, 台湾の IT 産業を成功に導いた例が示す
ように, 国際的な連携においても, インフォー
マルネットワークの存在はきわめて重要である｡
日本においても, 単に海外の有名大学で単位を
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取得してくれば良しとするのではなく, 広いグ
ローバルなインフォーマルネットワークを持っ
た人材を育成するにはどうすればいいか, 真剣
に検討していくべきであろう｡
製品開発モジュール化時代における日本電機
業界の苦戦を, モジュラーな製品では日本得意
の摺合せの技が生かせないからであると説明す
る論が盛んである｡ それはそれで的を得ている
面は多いが, 日本電機業界の苦戦は交渉・連携
力の欠如による点も認識しておきたい｡ モジュ
ラーな製品における苦戦は, 部品・素材生産者
のグローバルな拡散が進み, 系列のサプライヤー
だけとの取引では必要のなかった, グローバル
に交渉・連携する能力の欠如が顕在化したこと
の影響が少なくない｡ つまり, インテグラルな
商品でも発展途上国の成長によって徐々に部品・
素材生産者のグローバルな拡散が進めば, 交渉・
連携する能力の欠如が顕在化して, 日本企業の
苦戦が始まり得る点は忘れてはならないように
思われる｡
4) タイムリーな意思決定ができない理由
近年, 製品ライフサイクルの短命化が進む中
で, 儲けられるうちに回収してしまうという意
味でも, 意思決定のスピードの重要性は増して
いる｡ 日本企業の意思決定が遅いことはかねて
から指摘されており, 既にいくつかの処方箋も
提案されているので, ここでは, 関連して, 日
本のもの造りを守ろうという主張についてのみ
少し触れておきたい｡
生産立地としての国の優位性は, 言うまでも
なく止め処なく変化し続けるもので, 未来永劫,
全ての産業, あるいは全ての製品の日本生産が
有利であり続けることはありえない｡ であるな
らば, 企業は成功し続けるためには, 本来, 環
境の変化を先取りして, しなやかに生産拠点を
シフトし続けることができなくてはならない｡
ここで, 日本のもの造りを守ろうという主張が,
提唱者の意図に拘らず, タイムリーな意思決定
のブレーキになっていることは認識しておくべ
きであろう｡
戦後, 日本は雇用・年金・福祉の多くを企業
に依存する体制を構築してきた｡ 企業が有り余
る国際競争余力を持っていた時はこれでも良かっ
たのであろうが, そろそろ, 企業は企業の, 政
治・社会は社会の役割を果たす, 本来の分担に
戻す時期が来ている様に思われる｡
本来, 企業は, 自由に最適な生産立地を求め,
したたかにグローバルマーケットで勝ち続け,
世界中からロイアリティー収入を集め続け, 税
金を支払い続けるべきなのではないだろうか｡
個別企業が, 自らの意思で, 社会貢献や従業員
のモチベーションアップのために, 無理を押し
て国内生産を維持しようとするのは自由である
が, 自らの将来を危機に晒してまで日本のもの
造りを守るというのは, 本末転倒と言うしかな
い｡
一方, 補助金, 起業支援, 新規参入支援, 再
チャレンジ支援等により, 国内雇用を確保でき
そうな産業を育て, 産業構造の転換により発生
する失業や産業間の雇用のアンバランスに適正
な対策を施してゆくのは, 将に, 政治と社会が
果たすべき役割である｡
日本のもの造りを守ろうという主張について
は, それが現実的に守れるものである限り, 筆
者も大賛成である｡ しかし, 全ての産業で日本
のもの造りが守れるわけではない｡ 日本のもの
造りを守るという美名のもとに, Uncomfort-
able Truth から目をそむけ, 当てのないコス
トダウンと資金繰りに明け暮れ, ジリ貧状態に
追い込まれるのだけは避けるべきである｡ 今,
日本の企業経営者に求められているのは, 自ら
の製品のうち, 日本生産の守れるもの, 守れな
いものはどれか, まず逃げずに真剣に考え, 守
れるものは必死で守り, 守れないものさっさと
海外に出すか, さっさとやめて他の商品に切り
替えることによって, とにかく, したたかに生
き残る道を示すことではないだろうか｡
5) 最後に精神論
以上, いくつかの, 日本企業の弱さ, あるい
は韓国, 中国企業の強さについて述べてきたが,
その更に背後にあるものを考えた時に, 企業の
構成員個々の心の強さ, 本気度に行き当たらざ
研究ノート
CHUKYO KEIEI KENKYU Vol. 22 No. 1・2200
るを得ない｡ 横浜国立大学の曹斗燮は日経新聞
のインタビューを受け, ｢はじめのうちは 『こ
ちらが上』 と相手を過小評価し, 負け始めると
『かなわない』 と過大評価するのが 『日本企業
の悪い癖』, (中略) 『おごらず, ひるまず』 で
いきたい｣ と述べているが6, 日本企業構成員
の一人一人が, まさにひるんでしまっており,
それが日本企業のいくつかの弱さをさらに際立
たせているところがある｡
筆者は, このところアジア一円の日本企業と
韓国企業の現地事業体を訪問する機会を得てい
るが, 共通して韓国人トップの方が迫力に満ち
溢れているとの印象がある｡ この違いが, 韓国
企業の研修生が現地社会に入り込み現地人の金
銭感覚を習得していくのに対し, 少なからぬ日
本企業研修生が日本食堂・カラオケ屋・ゴルフ
場・現地事業体と言う点の移動で研修を終えて
しまうこととの差につながる｡
こういった迫力と本気度の差は, 国民性や両
国社会の成熟度, もしくは老化度だけによるも
のではない｡ 韓国の大手企業では, 現地事業体
のトップは, 本社の役員クラスが務めるケース
が多いが, 彼らは年度目標で管理されており,
未達成の場合は 1年で退職を促されることがあ
るという7｡ これに対し, 日本企業では, 本社
で役員になれなかった部次長クラスが務めるこ
とが多く, 真剣に事業に取り組むトップも少な
くはないが, 定年まで滞りなくと言う姿勢のトッ
プも散見される｡
意思決定においても, 韓国企業では, 現地ス
タッフ－現地トップ－本社上級役員のハンコ 3
つが実践されているのに対し8, 日本企業では,
ハンコ 3つ運動は名ばかりで, 現地事情に疎い
本社による執拗な管理が行われる｡
日本企業においても, 従業員の活性化と動機
づけの為, いくつかの取り組みが行われてきた
が, あまり成功に至っていないものが多い｡ 90
年台に能力主義の導入による若返りが流行した
が, 従業員が評価されやすい仕事を選びチャレ
ンジしなくなる, 長期的視点が欠如する, そも
そも従業員の能力業績を公平に評価できない,
評価作業の負荷が膨大等の理由でとん挫してし
まった｡ 年功序列の撤廃に取り組もうとした企
業もあるが, 誰でもいつの日にか多少は出世す
る可能性があるので, ハイフライヤーだけでな
く全員を定年までギブアップせずに頑張らせる
ことができると言うメリットをなくしてしまい,
逆にモラルダウンしてしまったケースも少なく
ない｡ 再チャレンジ制度については名ばかりで,
実践されたケースすらまれである｡
この様に, 日本企業の人事制度は, 90 年台
にさまざまな試みが暗礁に乗り上げたままになっ
ているものが多く, 上記した現地の制度も含め,
しっかりと総括したうえで新たなモデルを提案
してゆく時期に来ているのではないだろうか｡
5 . まとめ
ここまで, 日本の電機・自動車業界の既存企
業の苦戦要因を考え, いくつかの要因が影響し
て, 日本企業が 1) グローバルな市場のニーズ
を的確に把握できないようになっており, 仮に
把握してその市場に適した商品を開発しようと
しても 2) 世界中の企業と交渉・する能力に欠
けているため, 今や世界に拡散しているリソー
スを活用して的確な商品を世に出すことができ
なくなっていること, 3) これらの意思決定の
スピードが遅く, 加速しつつある市場変化につ
いていけていないこと, さらに, これら 3つの
問題を生む大きな底流として, 日本企業構成員
それぞれの ｢本気度｣ の低下があるのではない
かと言う仮説に行きついた｡
もちろん, 日本企業苦戦の構造は, はるかに
複雑で, ここに述べる事ができなかった多くの
要因も影響しているであろうことは言うまでも
ないが, 少なくとも, 本稿が, 今後進められる
学術研究の立ち位置を明らかにしてゆく, 一つ
のガイドマップになる事を願ってやまない｡
注
1 たとえば三橋 (2011) 27 ページ｡
2 BRICs, とりわけ中国, インド市場の重要性
については, Gupta & Wang (2009) も参照さ
れたい｡
なぜ, 日本企業が苦戦するのか？
中京経営研究 第22巻 第1・2号 201
3 詳しくは拙稿, 伊藤 (2011) の技術の下方硬
直性に関する議論を参照頂きたい｡
4 たとえば, 藤本 (2003) は, (ガソリン車につ
いては, 製品開発のモジュール化は起こり難い
との立場ではあるが) ｢電気自動車や燃料電池車,
特にモーターが車輪と一体化する方式の電気自
動車になった場合, 機械的な連結部分は大幅に
減り, 自動車が汎用部品を多用するきわめてモ
ジュラー的な製品になる可能性が高い (同書
350 ページ)｣ と述べている｡
5 吉川 (2011) 86 ページ｡
6 日経新聞 2012 年 8 月 6 日朝刊｡
7 2012 年 3 月 DONGGUAN サムスン電子, 林
副社長へのインタビュー｡
8 2012 年 3 月マレーシアサムスン電子, Roa 重
役へのインタビュー｡
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